
１億円

要件（１）

要件（２）

要件（３）

①売上高が５％以上減少していること

②売上高総利益率が５％以上減少していること

③売上高営業利益率が５％以上減少していること

※詳細は裏面をご覧ください

次の①、②、③のいずれかに該当

コロナ融資（ゼロゼロ融資等）の借換え需要や

新たな資金需要に対応する保証制度

詳細は本協会ホームページから
ご覧いただけます。

（必要書類のダウンロードもこちらから）
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借換えによる返済負担軽減ができるとともに、

新たな資金需要にも対応

伴走支援型特別保証（コロナ借換保証）

伴
走
支
援
型
特
別
保
証

当初保証料の実質負担は年0.20％～ 1.15％

Ｒ

※

※

※認定取得に関する基準及び詳細は各市町村にお問い合わせください。

※認定取得に関する基準及び詳細は各市町村にお問い合わせください。

（お客様専用フリーダイヤル）

６.４



１億円

取扱期限：令和６年６月 30日申込受付分まで

要件（１）：セーフティネット保証４号認定取得
要件（２）：セーフティネット保証５号認定取得
要件（３）：次の①または②ⅰからⅵのいずれかに該当すること

✓　市町村長の認定書（要件（１）・（２）の場合）
✓　売上高・売上総利益率・営業利益率　減少要件確認書（要件（３）の場合）
✓　経営行動計画書

・要件（３）の場合
→年 0.45 ～ 2.20％
　（中小企業に関する日本最大のデータベースである「CRD」の評価結果に基づき、１～９の区分に分類されます。）
　国からの当初保証料補助により実質負担年 0.20 ～ 1.15％となります。

　次の①及び②を満たす場合に、信用保証料を 0.20％上乗せすることにより経営者保証を免除することができます。
　（上乗せ分も補助の対象となり、実質負担は上表と同じ）
　①令和２年１月 29 日時点における直近の決算から経営者保証免除対応確認書記入日時点における直近の決算までのいずれかにおいて資産超過であること。
　②直近の決算における法人と代表者との関係において、法人と経営者の資産・経理が明確に区分されており、法人と経営者の間の資金のやりとり
　　（役員報酬・賞与、配当、オーナーへの貸付け等）について、社会通念上適切な範囲を超えていない。
　★経営者保証免除対応を適用する場合は、「経営者保証免除対応確認書」が必要です。

①最近１か月間の売上高が前年同月の売上高と比較して５％以上減少
②ⅰ最近１か月間の売上高総利益率が前年同月の売上高総利益率と比較して５％以上減少
　ⅱ最近１か月間の売上高総利益率が直近決算の売上高総利益率と比較して５％以上減少
　ⅲ直近決算の売上高総利益率が直近決算前期の売上高総利益率と比較して５％以上減少
　ⅳ最近１か月間の売上高営業利益率が前年同月の売上高営業利益率と比較して５％以上減少
　ⅴ最近１か月間の売上高営業利益率が直近決算の売上高営業利益率と比較して５％以上減少
　ⅵ直近決算の売上高営業利益率が直近決算前期の売上高営業利益率と比較して５％以上減少

★条件変更に伴い追加して生じる信用保証料については、国の補助の対象外となります。

本制度の経営者保証免除対応について

次のすべての要件を満たす中小企業者
１　次のいずれかに該当していること（※）

２　経営行動に係る計画書を策定していること

必要書類

10年以内（５年以内の据置が可能）　ただし、一括返済の場合は１年以内

金融機関所定金利 ★１年超３年以内：年 1.1％以内、３年超５年以内：年 1.2％以内、
　５年超７年以内：年 1.3％以内、７年超 10 年以内：年 1.4％以内

運転資金または設備資金

証書貸付または手形貸付　★証書貸付

分割返済または一括返済（一括返済の場合は１年以内）　★均等分割返済

対象者

融資限度額

融資期間

貸付利率

資金使途

貸付形式

返済方法

保証料率

・要件（１）・（２）の場合
→年 0.85％
　国からの当初保証料補助により実質負担年 0.20％となります。

※本制度は、令和六年能登半島地震について、災害救助法が適用された地域内に事業所を有し、被災されたかたもご利用いただけます。
　なお、この場合は愛知県融資制度を兼ねることができません。


